




日　時：2019 年 3 月 17 日（日）～ 3月 18 日（月）
































































刊行物 Bintang Islam（『イスラームの星』1923 ～ 1930）をもとに考察した。同時代
のムハマディヤを扱ったDeliarNoer の Modernist Muslim Movement in Indonesia, 
1900-1942 （1973）やAlfian の Muhammadiyah: The Political Behavior of a Mus-


































































































































Indie” や “IndischenArchipel” と「インドネシア」が表現されている。それに対し














を加えて Sedjarah Indonesia を執筆した。同書はインドネシア独立後も 7版まで改
訂・重版され，学校教科書としても用いられた。インドネシアの歴史をほとんど知る







Islam, nationalism, and transnationalism:
Controversies around Islam Nusantara and NKRI Bersyariah
Dr.MartinvanBruinessen
　マルティン・ファン・ブライネッセン氏は，初来日での講演をもとに執筆した論































































　 1966 年 3 月，「9月 30 日事件」後の事態収拾に関わる全権をスカルノから委譲さ
れたスハルトは，67 年に大統領代行，68 年には 20 年以上に亘り大統領であったスカ
ルノを継ぎ，インドネシア共和国第二代大統領に就任した。それから僅か 7年後の





















源学：動詞の原形／名詞の bangun からの派生語。bangun は
起きる・目覚める・立つ，形などの意味。戦前の「原住民」の出版物には
Pembangoen（覚醒者）やKebangoenan（覚醒）の用例がみられる。
2．pembangoenan の 登 場： 新 し い 語 で， 日 本 軍 政 期 の 興 亜 祭（Perajaan
















6．1960 年発表「8カ年総合国家建設計画 1961-69」：ジャワ歴 8年サイクルを基とし，
















島で，1965 年の 9・30 事件後，その年の 12 月から翌年にかけて数か月間，共産主義











行なった。ジェンブラナでの虐殺に関しては，GeoffreyRobinson の The Darkside of 
Paradice: Political Violence in Bali,（Ithaca:CornellUniversityPress,1995）やバリ
人文化人類学者 INgurahSuryawan の Ladang Hitam di Pulau Dewa: Pembantaian 
Massal di Bali 1965,（Yogyakarta:GalangPress,2007）の先行研究で触れられてい
るが，発表者はその段階では入手不可能であった関係者の手記や，インドネシア国立





















































































1996-2002 年のシパダン・リギタン 2島の国際裁判や，2014 年の「スールー王国軍」
テロ事件などの形で繰り返され，多様なマレー世界の同胞たちをまとめうる思想展開
も途絶えたまま，今なお現地に深い爪痕を残しているのである。
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　なお，今回紹介する『共栄報』（華語版・マレー語版）は，2019 年 3 月末に漢珍数
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